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防衛省の大臣記者会見をめぐり、主催する防衛記者会が昨年１２

月１７日にフリーランスの記者の参加を認めたにもかかわらず、防

衛省が「庁舎管理」を理由に判断を引き延ばしています。これは政府

による事実上の妨害行為です。防衛省には、直ちに参加を認めるよう

強く求めます。 
防衛省報道室は「記者会見室は大臣なども入っている庁舎にあり、

庁舎立ち入り要領を検討している。できる限り早く検討を終わらせ

たい」と説明していますが、すでに３カ月以上が経過しています。報

道室は「今までフリーランスの記者が入った実績がない」ことを理由

に挙げていますが、参加を求めているフリーランスの記者によると、

過去に防衛省内で行われたイベントの取材に参加できた実績もあり

ます。 
記者会見は、様々な角度からの質疑によって国民・市民の「知る権

利」を保障する場です。防衛省は記者会見の本旨を踏まえ、フリーラ

ンスの記者も参加できる環境を早期に整えるよう、強く求めます。 
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